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アメリカの TPP 協定離脱と日本の FTA戦略

楊 光洙＊

�．はじめに

世界は１９８０年代から様々な分野においてグ

ローバル化が進み、各国は「モノ」・「カネ」・「ヒ

ト」の移動の自由化を積極的に進めてきた。こ

の世界潮流は、NAFTA（北米自由貿易協定：

３カ国）や EU（欧州連合：２８カ国）などの地

域経済圏を誕生させた。このような枠組みは、

単に経済分野だけではなく、政治・社会・文化

まで幅広い分野にわたって影響力を持つように

なっている。このようにグローバル化が世界経

済を発展させたことには異論がないが、必ずし

もプラス面だけではなく、マイナス面も大きく

クローズアップされるようになったことも事実

である。とくにマイナス面としては、新資本主

義のもとで国家間または国内において様々な格

差を露呈させたことである。最近、グローバル

化に対する評価はさまざまであり、政治の視点

からは選挙の争点にも取り上げるほど魅力的な

テーマになっていることも事実であろう。

昨年、世界の政治や経済において大きな転換

期を予感させる出来事が相ついで起っており、

今後もこのような傾向は続くと予測されてい

る。とくに注目すべき出来事としては、イギリ

スにおいて２０１６年６月２３日に行われた EU（欧

州連合）からの離脱の是非を問う国民投票がそ

の一つである。国民投票の結果としてイギリス

国民は EUからの離脱を選択し、世界を驚かせ

た１。その選択の理由として大きくクローズアッ

プされたのが外国からの移民問題（移民者たち

が自国民の雇用を奪うから）であったが、実は

EUのさまざまな規定による自国の意思決定が

大きく制限されているということが最も大きな

理由であると考えられる。いずれにせよイギリ

ス国民の選択は自国の国益を優先する選択をし

たことにほかならない。このような傾向はハン

ガリー、フランス、イタリアなど他の EU加盟

国にも大きな影響を及ぼしている。これは EU

が掲げた一つの共同体（理想）に対する不満で

もあり、限界でもあるかも知れない。

もう一つは、２０１６年１１月８日に行われたアメ

リカの次期大統領選挙で、共和党のトランプ

（Donald John Trump）氏が当選されたことであ

る。選挙の予測としては民主党のクリントン

（Hillary Rodham Clinton）氏が有利であると知

られていたが、開票の結果は予想と異なり、ト

ランプ氏が勝利を収めた。トランプ氏の選挙中

の公約や政策の方向性は、既存の世界潮流に逆

流するようなことが多く、アメリカを二分する

ような形となっている。これは政権交代によっ

て国家の政策や戦略が大きく変化することを予

感させるものであった。トランプ氏は「アメリ

カファースト」というキャッチプレイのもと

で、保護貿易主義の考え方を打ち出し、いまま
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でのグローバルリズムや自由貿易主義に対して

反対の立場を表明し、世界に大きな衝撃を与え

た。

国際貿易において世界の各国は自国の貿易拡

大のためにWTO（世界貿易機関）のルールの

下で相互利益のある国と二国間または多国間

で、貿易促進（関税の削減や撤廃、通関手続の

簡素化など）を前提とした様々な FTA（自由

貿易協定）の締結を進めてきた２。これによっ

て世界の貿易市場は大きく拡大され、世界貿易

市場の構造的な変化をもたらした。そして、多

国間 FTAは、単純に経済的な市場の地域統合

だけではなく、政治的な要素が加わり、新たな

経済ブロックを形成する様子を見せた。その一

つが TPP協定（環太平洋パートナーシップ協

定）である。アメリカは、TPP協定を対アジア

地域戦略の一つとして位置付け３、２０１０年３月

から TPP協定の交渉に正式参加し、主導的に

推し進めてきた。それで２０１５年１０月にようやく

TPP協定の大筋合意（署名）に辿り着いたので

ある。現在は、TPP協定交渉の大筋合意に基づ

いて、各国が議会承認（批准）を得ている途中

である。

しかし、アメリカは連邦議会の承認を見送っ

たままであり、次期大統領に当選されたトラン

プ氏は、選挙中の公約のとおり、就任とともに、

「アメリカは TPP協定から脱退する」と大統

領令に署名したのである。アメリカが TPP協

定から離脱するとすれば、TPP協定の成立に致

命的であることは間違いない。また、トランプ

大統領は TPP協定だけではなく、NAFTAに対

しても協定の見直しを明確にしている。日本に

とっては、TPP協定をアベノミクスの成長戦略

の切り札として位置付け４、全力で進めてきた

経緯がある。このような事態は安倍政権を揺る

がせるぐらいの大きな打撃であるとも言えよ

う。日本の国会議論では、TPP協定の大筋合意

の内容についても異論があるゆえに、TPP協定

の行方が不透明な状況になるとすれば、日本に

とっては FTA戦略の全体に大きな軌道修正が

迫れることは明らかである。

本研究の目的は、アメリカが TPP協定から

離脱する意味や世界経済における TPP協定の

位置づけを再評価した上で、今後の TPP協定

の行方と日本の FTA戦略について考察するこ

とである。まず、第２節では TPP協定の拡大

交渉開始から大筋合意（署名）に至るまでの経

緯と、交渉参加国の現在の進行状況について論

じる。第３節では、１２カ国による TPP協定と

アメリカ抜きの残留１１カ国による TPP協定に

対して再評価を行うとともに、それに関連した

TPP協定の行方と日本の選択肢について論ず

る。最後に日本の立場と FTA戦略について述

べる。

�．TPP協定の大筋合意と発効条件

１．拡大交渉開始から大筋合意までの経緯

そもそも TPP協定は、２００６年５月に原加盟

国の４カ国（P４：シンガポール、ブルネイ、

チリ、ニュージーランド）によって発足したも

のである。TPP協定は、高い水準の FTAを目

指すもので、原則的に１０年以内にすべての貿易

品目に関税を撤廃するとともに、「ヒト」や「カ

ネ」の移動も自由にする非常に包括的かつ強力

的な経済連携協定の一種類である。TPP協定の

拡大交渉は２０１０年３月にアメリカが正式に参加

することから始まり、２０１０年１０月にマレーシ

ア、２０１２年１１月にカナダとメキシコ、２０１３年７

月に日本が追加参加することで合計１２カ国（日

本、ベトナム、ブルネイ、シンガポール、マレー

シア、オーストラリア、ニュージーランド、チ

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第９号（２０１７．３）

－２－



リ、ペルー、メキシコ、アメリカ、カナダ）が

進めてきたものである５。

しかし、事実上の交渉においては、アメリカ

が主導的な役割を果たし、様々な分野の交渉内

容に大きな影響を及ぼしたと言われている。日

本は、拡大交渉に遅れて参加したものの、日本

に影響が最も大きい農林水産物の重要５項目

（コメ、麦、牛肉・豚肉、乳製品、砂糖の原料）

については、５９４品目のうち７１％に当たる４２４品

目が関税撤廃の例外となったと発表した６。こ

れによって TTP協定の拡大交渉は大きなハド

ルを越え、２０１５年１０月のアトランタ閣僚会合に

おいて大筋合意に至り、２０１６年２月４日に交渉

参加国の代表が正式に署名し、各国は国内の議

会承認（批准）を進めている。

２．TPP協定の発効条件と交渉参加国の状況

まず、TPP協定の発効条件において、TPP協

定の規定（第３０章）には、TPP協定の発効条件

が定められている。この規定によると、「第１

に、全原署名国が国内手続を完了した旨を寄託

者（幹事国）であるニュージーランド（NZ）

に通報した後６０日で協定が発効する（第３０．５条

１）。第２に、署名から２年以内に全原署名国

が国内手続完了を通報しなかった場合、当該期

間内に、２０１３年の国内総生産（GDP）の合計が

全原署名国の GDPの合計の８５％以上を占める

６カ国以上が通報していれば、署名から２年の

満了後６０日で発効する（第３０．５条２）。第３に、

署名から２年以内に第３０．５条１または条２の条

件を満たさない場合であっても、その後、２０１３

年の GDP合計が全原署名国の GDPの合計の

８５％以上を占める６カ国以上が、国内手続完了

を通報した後６０日で発効する（第３０．５条３）。」

となっている７。２０１３年時点の全原署名国の GDP

合計に占める割合は、アメリカが約６０％、日本

が約１８％であり、日米いずれかが批准しなけれ

ば８５％の条件を満たすことができない。した

がって、まず日本とアメリカの議会承認（批准）

は、TPP協定発効の絶対条件となっている８。

この TPP協定の発効条件を満たすため、日

本は TPP協定の承認案と関連の実施法案を

２０１７年１月９日に参院本会議で自民、公明、維

新などの賛成多数で可決・成立させたのである

（民進、共産などは反対）。これは、日本がア

メリカに先立って議会承認を得ることで、アメ

リカに連邦議会の承認を急ぐように圧力を働き

かけたものである。しかし、アメリカのトラン

プ大統領は就任初日に TPP協定からの離脱を

明確に表明しており、その後、大統領令に署名

したことで、TPP協定の発効条件を満たすこと

は絶望的になったと言えよう。それでは TPP

協定を大筋合意に導いたオバマ（Barack

Obama）政権において連邦議会の承認ができな

かった理由は何か。アメリカにおいて貿易協定

は、連邦議会での実施法案の承認を経て初めて

効力を持つことになっている９。しかし、その

当時はアメリカの次期大統領選挙（２０１６年１１月

８日）が控えているため、その前に TPP協定

の連邦議会の承認に対して各党の議員が難色を

示したことで、早期の審議入りが困難な状況で

あったことが大きな理由である。

TPP協定の国内手続きとして議会承認の要件

は、各国の法的制度によってそれぞれ異なる。

ニュージーランドは、交渉参加国の中でも一番

早い時期に議会承認を得て TPP協定への加盟

をアーピルした１０。日本もアメリカ大統領選挙

の結果を受け、大統領就任の前に議会承認を得

て TPP協定の重要性を強調した。しかし、交

渉参加国の間には、ベトナムが議会承認を見送

るなど、アメリカの TPP協定離脱に対する波

紋が出始まっている（表１参照）。したがって、

アメリカの TPP協定離脱と日本の FTA戦略

－３－



TPP協定に対する各国の議会承認が順調に進む

かは不透明な状況になっている。

�．アメリカ抜きの TPP協定の意味と
日本の FTA戦略

１．アメリカ抜きの TPP協定の再評価

世界が注目した TPP協定の地域経済圏は、

２０１５年の時点では、世界 GDP合計（名目）に

おける TPP協定の１２カ国の占める割合は、

３７．４８％であった。これは、同年の EUの２８カ

国 GDP合計（世界 GDP合計の２２．３１％）を上

回る世界第一の巨大な地域経済圏として評価さ

れた（表２参照）。しかし、TPP協定からアメ

リカが離脱するとすれば、残留の１１カ国の世界

GDP合計に占める割合は大きく縮小されて

１２．９２％となり、アメリカの２４．５６％や中国の

１５．３０％よりも小さい地域経済圏になってしま

う（表３参照）。残留の１１カ国の中ではアメリ

カに代わって日本が１１カ国 GDP合計の４３．６８％

を占める第１位の国になり、主導的な役割を果

たさなければならない。しかし、残留の多くの

国は工業製品よりも農林水産物の輸出に関心の

ある国ばかりで、TPP協定が成立できたとして

も日本の立場はもっと苦しくなると予想され

る１１。

一方、これまで TPP協定に参加を希望した

国（韓国、インドネシア、台湾、タイ、フィリ

ピン）がすぐ参加するとは不透明であるが、追

加に参加したとしても、追加された国を含む１６

カ国 GDP合計の規模は、世界 GDP合計の

１７．６４％に過ぎない（表４参照）。この１６カ国

GDP合計の規模は、ASEAN（東南アジア諸国

連合）の GDP合計（世界 GDPの３．３３％）の規

模よりははるかに大きな規模ではあるが、今

後、世界における TPP協定の地域経済圏の位

置づけは、それほどの影響力もなく、あいまい

になることも予想される。また、この中でも日

本、カナダ、韓国、オーストラリア、メキシコ、

インドネシアなど上位の６カ国が占める GDP

表１ TPP協定の交渉参加国の国内手続

国名
協定本体への
議会承認（要否）

関連国内法の
議会可決（要否）

備考

オーストラリア 不要 必要
ブルネイ 不要 不要 ＊要審議
カナダ 不要 ＊要下院 必要 ＊要審議
チリ 必要 必要
日本 必要 必要 議会承認済み
マレーシア 不要 必要
メキシコ 必要 ＊要上院 必要
ニュージーランド 不要 必要 議会承認済み
ペルー 必要 必要
シンガポール 不要 必要
アメリカ 必要 必要
ベトナム 必要 必要 議会承認見送り
（資料）国立国会図書館（２０１６年８月）「TPP発効に向けた各国の動向』『調査と情報―ISSUE

BRIEF―』No．９１８より抜粋。
（出所）国立国会図書館（２０１７年１月１５日）http://dl.ndl.go.jp。
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表２ TPP協定交渉参加国の GDP規模（２０１５年）
（単位：１０億 USドル、％）

国名 名目 GDP TPP協定割合 世界割合 世界順位
１ アメリカ １７，９４７．００ ６５．５３ ２４．５６ １
２ 日本 ４，１２３．２６ １５．０６ ５．６４ ３
３ カナダ １，５５２．３９ ５．６７ ２．１２ １０
４ オーストラリア １，２２３．８９ ４．４７ １．６７ １３
５ メキシコ １，１４４．３３ ４．１８ １．５７ １５
６ マレーシア ２９６．２２ １．０８ ０．４１ ３５
７ シンガポール ２９２．７３ １．０７ ０．４ ３９
８ チリ ２４０．２２ ０．８８ ０．３３ ４２
９ ペルー １９２．１４ ０．７ ０．２６ ４９
１０ ベトナム １９１．４５ ０．７ ０．２６ ５０
１１ ニュージーランド １７２．２５ ０．６３ ０．２４ ５６
１２ ブルネイ １１．７９ ０．０４ ０．０２ １２５

TPP協定（１２国）合計 ２７，３８７．６７ １００ ３７．４８ －
EU（２８国）合計 １６，３００．４５ － ２２．３１ －
世界（１８９国）合計 ７３，０６９．４２ － １００ －

（資料）IMF、World Economic Outlook Databases（２０１６．４．）

表３ アメリカ抜きの TPP協定交渉参加国の GDP規模（２０１５年）
（単位：１０億 USドル、％）

国名 名目 GDP TPP協定割合 世界割合 世界順位
１ 日本 ４，１２３．２６ ４３．６８ ５．６４ ３
２ カナダ １，５５２．３９ １６．４４ ２．１２ １０
３ オーストラリア １，２２３．８９ １２．９６ １．６７ １３
４ メキシコ １，１４４．３３ １２．１２ １．５７ １５
５ マレーシア ２９６．２２ ３．１４ ０．４１ ３５
６ シンガポール ２９２．７３ ３．１０ ０．４ ３９
７ チリ ２４０．２２ ２．５４ ０．３３ ４２
８ ペルー １９２．１４ ２．０４ ０．２６ ４９
９ ベトナム １９１．４５ ２．０３ ０．２６ ５０
１０ ニュージーランド １７２．２５ １．８２ ０．２４ ５６
１１ ブルネイ １１．７９ ０．１２ ０．０２ １２５

TPP協定（１１国）合計 ９，４４０．６７ １００．００ １２．９２ －
世界（１８９国）合計 ７３，０６９．４２ － １００ －

（資料）IMF、World Economic Outlook Databases（２０１６．４．）
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の割合が７９．７７％になり、これも現在 TPP協定

の発効条件（規定の第３０章）の８５％を満たすこ

ともできないので、参加希望国を追加しても

TPP協定の発効が難しいことは明確である。し

かも、参加希望国が追加されれば、規定の再交

渉は避けられないものになると予想されるた

め、このままで TPP協定の成立は事実上不可

能でると見るのが妥当であろう。

３．TPP協定の行方と日本の FTA戦略

昨年、アメリカ次期大統領の選挙の際、トラ

ンプ氏は選挙公約で TPP協定から離脱すると

何度も強調しながら、２０１７年１月２０日に大統領

就任後、１月２３日には「TPP協定から離脱に関

する大統領令」に署名した。ホワイトハウスの

ホームページには、新しい政権の政策の基本方

針として TPP協定から離脱するとともに、す

べての新しい貿易協定がアメリカの労働者に

とって確実に利益となるようにすると公表し

た。また、そこには、NAFTAに対してもの再

交渉を行う方針で、もしカナダやメキシコが拒

む場合には NAFTAからも離脱すると公表して

いる１２。

アメリカが TPP協定から離脱することが確

実になった以上、日本はこれからどのような選

択肢があるのか。いまの安倍政権は、現在の国

会の答弁で粘り強くアメリカを説得したいとい

う意向を示しているが、果たしてどのぐらいア

メリカに通じるかはわからない。アベノミクス

に TPP協定が戦略的に重要な政策として位置

づけていることは言うまでのない１３。いまの時

点で考えられるいくつかの選択肢としては、次

表４ TPP協定参加希望国の追加 GDP規模（２０１５年）
（単位：１０億 USドル、％）

国名 名目 GDP TPP協定割合 世界割合 世界順位
１ 日本 ４，１２３．２６ ３１．９９ ５．６４ ３
２ カナダ １，５５２．３９ １２．０５ ２．１２ １０
３ オーストラリア １，２２３．８９ ９．５０ １．６７ １３
４ メキシコ １，１４４．３３ ８．８８ １．５７ １５
５ マレーシア ２９６．２２ ２．３０ ０．４１ ３５
６ シンガポール ２９２．７３ ２．２７ ０．４０ ３９
７ チリ ２４０．２２ １．８６ ０．３３ ４２
８ ペルー １９２．１４ １．４９ ０．２６ ４９
９ ベトナム １９１．４５ １．４９ ０．２６ ５０
１０ ニュージーランド １７２．２５ １．３４ ０．２４ ５６
１１ ブルネイ １１．７９ ０．０９ ０．０２ １２５
１２ 韓国 １，３７７．８７ １０．６９ １．８９ １１
１３ インドネシア ８５８．９５ ６．６６ １．１８ １６
１４ 台湾 ５２３．０１ ４．０６ ０．７２ ２２
１５ タイ ３９５．３０ ３．０７ ０．５４ ２７
１６ フィリピン ２９２．４５ ２．２７ ０．４０ ３９

TPP協定（１６国）合計 １２，８８８．２５ １００．００ １７．６４ －
世界（１８９国）合計 ７３，０６９．４２ － １００．００ －

（資料）IMF、World Economic Outlook Databases（２０１６．４．）
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のようなことが考えられる。

まず、第１に、TPP協定の大筋合意を保留（維

持）したまま、日本は二国間 FTAあるいは EPA

（経済連携協定）を締結していない国（アメリ

カ、カナダ、ニュージーランド）と、二国間交

渉を進める選択肢である。アメリカのトランプ

大統領は多国間 FTAをあまり評価しないで二

国間 FTAを望んでいるようである。それは

NAFTAに対しても二国間での交渉による見直

しを前面に打ち出していることから読み取れる

ことである。そもそも日本にとってはアメリカ

との二国間 FTAが必要なところ、TPP協定に

加わることで安全保障問題や同盟関係を強化す

ることができるという判断から TPP協定交渉

に参加した経緯がある１４。TPP協定の交渉参加

国のなかで、すでに日本と二国間 EPAに締結

している国（シンガポール、メキシコ、マレー

シア、チリ、ブルネイ、ベトナム、ペルー、オー

ストラリア）とは、TPP協定の大筋合意を生か

し、現在締結中の二国間 EPAの内容を見直す

方向で進めることも可能であろう。

第２に、いままで TPP協定の拡大交渉にお

いて得られた大筋合意を活かす方法として、ア

メリカ抜きの TPP協定を成立させる選択肢で

ある。しかし、これは、TPP協定の発効条件か

ら見たように、現在 TPP協定の規定のままで

は成立できないので、残留の１１カ国で再交渉を

行う選択肢である。しかし、アメリカが TPP

協定から離脱するという宣言により、自国（ベ

トナム）の国内手続きを中止したり、中止する

予定の国があらわれている現状のなかでは、こ

のまま TPP協定を推し進めることは非常に無

理（限界）があると考えられる。なぜならば、

交渉参加国の中ではアメリカに大きな国益を期

待している国が多く、それが実現できないとす

れば TPP協定に参加する意義（メリット）そ

のものがあいまいになるからである（国内の議

会承認のための大きな説得材料がなくなるた

め）。また、現在規定の発効条件を満たすため

には残留の１１カ国にとっても新たな合意が必要

であり、すでにアメリカ抜きの TPP協定につ

いて疑問を持っている国をさらに説得する必要

があるからである。

第３に、アメリカ抜きの TPP協定に対応す

る形で、すでに２０１６年１０月（大筋合意の時点）

から TPP協定に参加を希望している国（韓国、

台湾、タイ、フィリピン、インドネシア）の参

加を追加的に承認し、新たな枠組みをつくる選

択肢である。しかし、ここにもアメリカに対す

るメリットがあるからこそ参加を希望する国が

多く、アメリカ抜きで進めることが困難である

ことは明らかである。しかし、韓国の場合は、

すでにアメリカと二国間 FTAを締結してお

り１５、そのほかの TPP協定の交渉参加国とも

FTAの締結または交渉中である国が多い状況

である。日本と韓国は現在日韓 EPAの交渉が

中断中１６ではあるが、再開する可能性も排除で

きない。その理由として韓国の立場から見る

と、世界のなかで大きな市場である EU、アメ

リカ、中国、インド、ASEANなどとはすでに

FTAが締結されており、大きな市場として唯

一日本だけが残されている状況である１７。そう

すると、日韓 FTA（EPA）が成立すれば、貿易

（輸出）依存度の高い韓国にとっては、世界中

の大きな市場へのアクセスがすべて揃うからで

ある。

第４に、アメリカが TPP協定から離脱し、TPP

協定があいまいになるとすれば、アメリカの代

わりに中国が TPP協定に加わることも選択肢

としては想定できる。これは、GDPの規模か

ら見ると、アメリカに相当する大きな市場であ

り、日本にとっては第１の貿易（輸出、輸入）
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相手国であることから望ましいことでもある。

しかし、中国は国家戦略の中でアジア地域の重

視とともに、発展途上国の経済水準に合う FTA

のルールの形成を主張してきた経緯から考える

と、現在の高い水準の TPP協定には大きな壁

があると感じるであろう。したがって、中国の

立場から見ると、TPP協定よりも RCEP（東ア

ジア地域包括的経済連携）に関心があり、中国

の主導によるアジア地域経済圏の新しいルール

を形成したい意向が非常に強い。また、アメリ

カのトランプ大統領は、中国の通商政策に対し

ても名指して非難しており、経済的な緊張が高

まると予想される。これに対応する形で中国は

アジア地域との関係を高めるために、ASEAN

をはじめとする東南アジア諸国との連携を強化

する可能性が高い。

他方、日本にとってアベノミクスが内需拡大

を図るものの、その原動力を輸出産業から期待

する部分が大きい。そうすると、新たな輸出市

場の開拓も選択肢ではあるが、現段階において

は第１位の貿易相手国である中国との深い関係

から簡単に抜け出すことはよいではない。しか

も、これからアメリカ市場への輸出が難しくな

るとすれば、より中国の存在感が高まることは

明らかである。日本にとっては、どの選択肢を

選んでも非常に厳しい選択であり、さらにこれ

から世界経済の潮流が保護貿易主義に傾けば、

今までのグローバリズムによる自由貿易の拡大

を全力で進めてきた日本にとっては大きな危機

であると言わざるを得ない。

�．結 論

世界の政治や経済の情勢が急速に刻々と変化

する中、グローバリズムや自由貿易主義などの

世界潮流に基づいて新たな地域経済の枠組みが

誕生し、各国は自国の国益のために様々な経済

連携の形を模索してきた。日本にとってはその

一つが TPP協定である。TPP協定は、大筋合

意を受けて交渉参加国の国内手続として議会承

認（批准）を得ている段階である。しかし、ア

メリカは TPP協定の大筋合意を導いたオバマ

大統領の政策が次期大統領の選挙によって保留

され、トランプ新大統領の登場によって一変

し、TPP協定からの離脱が宣言され、大混乱が

起こっている。これに日本はどう対応すべきな

のか。TPP協定の存続をかけて日本の役割が非

常に重要になっている。

アメリカが TPP協定から離脱することで

TPP協定の行方は分からないともいえよう。そ

こで、日本の FTA戦略としていくつかの選択

肢が想定される。アメリカは、FTA戦略とし

て二国間交渉と自国の雇用創出に重点があると

表明している。日本とアメリカの主な交渉事項

としてはアメリカ側の対日貿易赤字の解消のた

め主に自動車産業と農林水産業が取り上げられ

ると思われる。しかし、トランプ政権は発足し

たばかりで、その具体的な交渉内容については

まだ不確実で不透明である。また、日本とアメ

リカにおいては通商問題と安全保障問題が非常

に結びついているため、トランプ大統領はこれ

らを一つのテーブルに取り上げる可能性も高

い。なぜならば、トランプ大統領は外交におい

ても得意のビジネスの手法を取り入れ、両問題

を取引の材料として持ち込むことが予想される

からである。

アメリカに対する日本の FTA戦略として

は、相手国が望んでいる日米 FTA（または

EPA）の二国間交渉に応じると同時に、他方で

はアジア地域との政治・経済の連携強化に向け

てまず日中や日韓の信頼関係を取り戻し、日中

FTA、日韓 FTAを促進させる必要がある。こ
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れはアメリカとの交渉において含意のあるメッ

セージを流す効果が見込めるからである。ま

た、日本はこの危機にあえて日中 FTAや日韓

FTAの交渉を加速させることで新しい方向性

を導くことが必要であろう。日本は中国と韓国

に対して現在の外交環境からみると、非常に厳

しい状況ではあるが、アベノミクスを推進する

中で、安定した輸出市場の確保が成功のカギで

もあるため、避けられない道である。そして、

日中韓 FTAと RCEPは、将来のアジア地域経

済の枠組みとして基幹になることは間違いない

ので、アジア地域に合う新しいルール作りのた

めの主導権をとるためにも、これらの交渉を引

き続き進めることが重要であろう。したがっ

て、日本は TPP協定のような多国間 FTA戦略

から二国間 FTA戦略に再転換することが必要

であろう。

１ 離脱が５１．９％、残留が４８．１％という僅差の結果
だったが、議会のウェブサイトには、国民投票のや
り直しを求める署名が殺到し、その数は６月２９日時
点で３５０万人以上であったと報じた。
２ 世界における FTAの状況は、２０１６年１２月現在、
発行済みが２８６件、署名済み・交渉妥結が１８件であ
る。日本貿易振興機構（２０１７年１月２０日）
https://www.jetro.go.jp。

３ 世界にはイデオロギー戦争が終結し、アジア地域
においてアメリカはその地位や役割があいまいな形
になっているため、新しいアジア地域戦略として経
済的な意味に政治的・軍事的な意味を付加して TPP
協定を位置付けていった。
４ 日本政府は、貿易額に占める FTA等のカバー率
を現在の２２．３％から TPPによって３７．２％に拡大
し、２０１８年には７０％まで引き上げることを目指して
いる。
５ これに対して中国は２０１３年５月３１日に関心を表明
し、韓国が２０１３年１１月２９日に交渉参加の意思表明を
した経緯がある。
６ 農林水産省（２０１７年１月１５日）「TPP協定におけ
る農林水産物関税について」http:// www.maff.go.jp。
７ 国立国会図書館（２０１６年８月）「TPP発効に向け
た各国の動向』『調査と情報―ISSUE BRIEF―』
No．９１８、p．１‐２。；国立国会図書館（２０１７年１月

１５日）http://dl.ndl.go.jp。
８ IMF（２０１６．４．）World Economic Outlook Data-

base.；日本経済新聞社（２０１５年１０月６日夕刊）「日
米含む６カ国承認条件 TPP発効閣僚合意域内 GDP
の８５％以上」『日本経済新聞』。

９ この手続については、２０１５年６月に成立した貿易
促進権限（Trade Promotion Authority: TPA）関連の
法律に規定されている。信太道子（２０１３年１２月）「米
国の TPA（貿易促進権限）の復活に向けた動向」
『RESEARCH BUREAU論究』１０号、p．９５。

１０ 詳しいことは、ニュージーランド外務通商省（２０１７
年２月２２日）https://www.mfat.govt.nzを参考せよ。

１１ TPP協定の大筋合意で例外とされた日本に影響の
大きい農林水産物の重要５項目（コメ、麦、牛肉・
豚肉、乳製品、砂糖の原料）の見直しを主張するこ
とも想定される。

１２ 詳しいことは、ホワイトハウス（２０１７年２月２０日）
https://www.whitehouse.govを参考せよ。

１３ この問題を外圧的な改革としてとらえる視点もあ
る。詳しいことは、萩原伸次郎（２０１１年）『日本の
構造「改革」と TPP―ワシントン発の経済「改革」
―』新日本出版社を参考せよ。

１４ これについては、ミレヤ・ソリース、バーバラ・
スターリングス、片田さおり編（２０１０年）「第３章
政治・安全保障競争と FTA活動：動機と影響」『ア
ジア太平洋の FTA競争』勁草書房、p．６９‐８９を参考
せよ。

１５ トランプ大統領はこの米韓 FTAに対しても見直
しを宣言している状況である。

１６ 日韓 FTAの中断理由は、対日本貿易赤字に対す
る韓国側の事情が大きく関与している。石川幸一・
馬田啓一・木村福成・渡邊瀬純編著（２０１３年）『TPP
と日本の決断』文眞堂、p．８４‐９９。

１７ 韓国の FTA戦略については、奥田聡（２０１０年）『韓
国の FTA』アジア経済研究所を参考せよ。
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